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日本郵便株式会社

代表取締役社長 小池 信也

貸 借 対 照 表
2026年３月31日現在

（単位：百万円）

科  目 金  額 科  目 金  額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 2,220,655 流動負債 1,468,736

現金及び預金 1,115,650 営業未払金 63,338

営業未収入金 206,695 １年内返済予定の長期借入金 7,193

契約資産 7,267 未払金 255,114

棚卸資産 21,008 生命保険代理業務未決済金 640

前払費用 4,715 未払費用 28,509

未収入金 9,227 未払法人税等 11,750

ＣＭＳ預け金 823,363 未払消費税等 28,243

銀行代理業務未決済金 15,953 契約負債 46,550

その他 16,872 預り金 161,690

貸倒引当金 △98 郵便局資金預り金 770,000

固定資産 2,649,977 賞与引当金 91,332

有形固定資産 2,180,534 役員賞与引当金 189

建物 781,441 その他 4,181

構築物 25,761 固定負債 2,152,418

機械及び装置 18,578 長期借入金 200,836

車両運搬具 18,381 退職給付引当金 1,874,290

工具、器具及び備品 48,664 役員株式給付引当金 421

土地 1,270,600 繰延税金負債 1,198

建設仮勘定 17,107 その他 75,672

無形固定資産 77,267 負債合計 3,621,155

借地権 1,670 （純資産の部）

容積利用権 14,077 株主資本 1,248,916

ソフトウエア 53,640 資本金 700,000

その他 7,878 資本剰余金 442,510

投資その他の資産 392,174 資本準備金 442,510

投資有価証券 149,545 利益剰余金 106,406

関係会社株式 218,316 その他利益剰余金 106,406

破産更生債権等 1,645 特別償却準備金 8

長期前払費用 15,119 固定資産圧縮積立金 2,043

その他 9,189 繰越利益剰余金 104,355

貸倒引当金 △1,642 評価・換算差額等 560

その他有価証券評価差額金 560

純資産合計 1,249,477

資産合計 4,870,633 負債及び純資産合計 4,870,633



損 益 計 算 書

( 自 2025年４月１日
至 2026年３月31日 )

（単位：百万円）

科     目 金     額

営業収益

郵便業務等収益 2,003,168

銀行代理業務手数料 297,858

生命保険代理業務手数料 89,830

郵便局ネットワーク維持交付金 320,686

その他の営業収益 99,997 2,811,541

営業原価 2,625,994

営業総利益 185,546

販売費及び一般管理費 189,753

営業損失（△） △4,206

営業外収益

受取利息 4,692

受取配当金 2,283

受取手数料 976

助成金収入 2,867

その他 3,064 13,884

営業外費用

支払利息 2,938

株式交付費 2,100

その他 1,280 6,319

経常利益 3,358

特別利益

固定資産売却益 10,424

その他 1,843 12,268

特別損失

固定資産売却損 43

固定資産除却損 2,414

減損損失 5,617

関係会社株式評価損 2,743

早期割増退職金 1,466 12,285

税引前当期純利益 3,341

法人税、住民税及び事業税 1,959 1,959

当期純利益 1,382



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（重要な会計方針に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

投資事業有限責任組合への出資持分については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方式によっております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 販売用不動産及び仕掛不動産

個別法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

(2) その他の棚卸資産

主として移動平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建 物 ：２年～50年

その他 ：２年～75年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、当社における利用可能期間（主として５年）に基づい

て償却しております。

(3) 長期前払費用

均等償却によっております。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認められた額、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。



(3) 役員賞与引当金

役員賞与引当金は、当社が定める規程に基づき、執行役員等に対する賞与の支払いに備えるため、

賞与支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は次のと

おりであります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

過去勤務費用 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）によ

る定額法により按分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異 各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

(5) 役員株式給付引当金

役員株式給付引当金は、当社が定める規程に基づき、執行役員等に対する当社親会社株式等の給付

に備えるため、株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

６．収益及び費用の計上基準

(1) 郵便業務等収益のうち、郵便、荷物に係る収益

郵便サービスを全国一律の料金であまねく公平に提供しているほか、物流サービスとして宅配便

（ゆうパック等）及びメール便（ゆうメール等）の運送業務を提供しております。郵便業務等収益の

うち、郵便、荷物に係る収益については、引受から配達完了までの一定期間にわたり履行義務が充足

されるため、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に応じて収益を認識しております。

(2) 株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険からの受託業務手数料収入

株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険からの受託業務手数料収入は、各社との契約に

基づき、取扱事務量等を勘案し、手数料を決定しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

(3) 不動産事業に係る不動産販売収益

不動産事業に係る不動産販売収益については、不動産等の売買契約に定められた引渡義務を履行し

た時点で、顧客が当該不動産物件の支配を獲得し履行義務が充足されると判断していることから当該

時点で収益を認識しております。

７．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

８．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

(2) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。



（貸借対照表に関する注記）

１．棚卸資産の内訳

販売用不動産 7,727百万円

仕掛不動産 1,986百万円

商品 2,904百万円

仕掛品 0百万円

貯蔵品 8,389百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,497,623百万円

３．有形固定資産の圧縮記帳額 83,879百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 832,746百万円

長期金銭債権 －百万円

短期金銭債務 33,712百万円

長期金銭債務 200,865百万円

５．担保資産

日本銀行歳入復代理店事務のため担保に供している資産

現金及び預金 12,400百万円

６．偶発債務

(1) 一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、当社がその全部又は一部を解約した場合において、

貸主から解約補償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主が郵便

局局舎に対して投資した総額のうち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することとしており

ますが、2026年３月31日現在、発生する可能性のある解約補償額は51,270百万円です。

なお、当社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償額を減

額することから、全額が補償対象とはなりません。

(2) 当社子会社のJP楽天ロジスティクス株式会社のリース債務に対して、5,059百万円の保証を行って

おります。

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、関係会社株式評価損、税務上の繰越欠損金、賞

与引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金であります。

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、日本郵政株式会社を通算親法人とするグループ通算制度を適用しております。また、「グル

ープ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月

12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開

示を行っております。



（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

属 性
会社等
の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
（注）

取引金額
（百万円）

科 目
（注）

当事業
年度末残高
（百万円）

親会社
日本郵政
株式会社

被所有
直接
100％

グループ運営
役員の兼任

資金の預入
受取利息

－
4,342

ＣＭＳ預け金 823,363

資金の返済 7,193
１年内返済予定の
長期借入金

7,193

支払利息 2,487
長期借入金
未払費用

200,836
169

増資の引受 600,000 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 資金の預入は、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、利率は市場

金利を勘案して合理的に決定しております。

なお、取引が反復的に行われているため、取引金額の記載は省略しております。

(2) 増資の引受は、当社が行った株主割当増資を１株100,000円で引き受けたものであります。

２．子会社及び関連会社等

属 性
会社等
の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
（注）

取引金額
（百万円）

科 目
当事業

年度末残高
（百万円）

子会社
ＪＰトナミ
グループ株
式会社

所有
直接
100％

資本業務提携 増資の引受 75,000 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）増資の引受は、ＪＰトナミグループ株式会社が行った増資を引き受けたものであります。



３．兄弟会社等

属 性
会社等
の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科 目
当事業

年度末残高
（百万円）

親会社の
子会社

株式会社
ゆうちょ
銀行

―
業務受託
役員の兼任

受託業務に係る
手数料収入(注１)

297,858 営業未収入金 27,471

受託業務に係る
資金の受払(注２)

846,000

郵便局資金預り金
(注２)

750,000

銀行代理業務未決
済金(注３)

15,953

親会社の
子会社

株式会社
かんぽ生
命保険

―
業務受託
役員の兼任

受託業務に係る
手数料収入(注１)

89,830 営業未収入金 8,802

受託業務に係る
資金の受払(注２)

20,000

郵便局資金預り金
(注２)

20,000

生命保険代理業務
未決済金(注３)

640

親会社の
子会社

日本郵政
不動産株
式会社

― 業務委託
固定資産の売却
(注４)

9,823 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 受託業務手数料収入は、各社との契約に基づき、取扱事務量等を勘案し、手数料を決定してお

ります。

(注２) 郵便局資金預り金は、各社との契約に基づき、貯金、保険金等の払渡しを行うために必要とな

る資金を前受けしているものです。取引金額については、平均残高を記載しております。

(注３) 受託業務未決済金は、受託業務に伴い発生する郵便局窓口資金の受払について、各社と資金決

済を行っております。取引金額については、取引日の原則２日後に決済を行っており、金額が多

額であることから記載しておりません。

(注４) 売却価額は、数社による入札等により決定しております。

上記のほか、「独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法

律第101号）」に基づき、郵便局ネットワークの維持に要する基礎的費用は、当社が負担すべき額を除き、

金融２社からの拠出金を原資として独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機

構（以下、「郵政管理・支援機構」といいます。）から当社に交付される交付金で賄われることとなって

おります。当事業年度に当社が郵政管理・支援機構から交付を受けた交付金の額は320,686百万円であり

ます。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 78,092円33銭

１株当たり当期純利益 95円20銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。


